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研究成果の概要（和文）：以下の要件を満たす必要が示された本研究結果より、超早期段階からの一貫した「特別支援
教育体制モデル」案が構築された。
①地域資源をベースに障害児と家族の支援要請に即座に応じ、乳幼児期から生涯に渡って縦・横のつながりを満たす支
援システムが重要であり、その中核的役割を果たすのが開かれた特別支援学校である。そこで、②特別支援教育専門家
が教育的支援ニーズを把握して移行に繋げる。③地域の乳幼児親子を対象に学校特性を活かした保護者同士で子育て力
を養う学びの場と教育的支援を提供し、その際に、④個別の教育支援計画等を活用し、母子保健や福祉、医療、教育等
の関連機関における密な連携を満たす。

研究成果の概要（英文）：A “special needs education system” proposal was constructed based on the 
results of this study, which showed the need for the following requirements to be met.
(1) A support system that responds immediately to the assistance demands of children with disabilities 
and their families based on local resources, and that satisfies vertical and horizontal connections over 
individuals’ lifetime from infancy, is important. The central role in this is played by an open special 
needs school. For this, (2) a special needs education expert ascertains educational support needs and 
begins the transition. (3) The school provides a “learning place” for parents to cultivate child care 
abilities, and provides educational support. At that time, (4) an individual education support plan, 
etc., will be used to develop close cooperation among institutions associated with maternal and child 
health and welfare, medical care, and education.

研究分野：特別支援教育支援法、応用行動分析学
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１．研究開始当初の背景 
(1)平成 19 年度から始まった特別支援教育に
おいては、乳幼児期から学校卒業までの一貫
した教育支援を理念とし、早期からの教育支
援体制の充実・整備が求められ、特に知的・
重複・発達障害児に対する超早期から就学ま
での教育支援の在り方が課題である。 
 
(2)筑波大学における「超早期段階における知
的・重複・発達障害児に対する先駆的な教育
モデル事業」(H22～24)での取り組みの結果、
超早期段階における特別支援教育の専門家
と地域資源との連携の重要性が示唆された。 
 
２．研究の目的 
本研究では、超早期段階からの学内事例研
究、地域における実践研究、地域支援の連携
に関する研究を通して、超早期段階からの関
係諸機関との一体連携化した特別支援教育
支援体制の成果を事例的に検討し、これらの
結果から地域の教育・医療・保険・福祉等の
関係諸機関が一体化した超早期から就学ま
での円滑な「特別支援教育体制モデル」を構
築することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 学内事例研究 
支援ニーズのある乳幼児に対する超早期
段階から就学までの教育相談と教育的支援
の在り方を検討する。 
①乳幼児教育相談：筑波大学附属大塚特別支
援学校（以下「本校」）における乳幼児教育
相談の利用者の情報（利用状況、初回主訴）
収集と相談支援ニーズの検討 
②個別の教育支援計画：個別の教育支援計画
を策定し、それに基づいた家庭支援の検討を
行い、活用情報を収集 
③家庭支援事例：個別の教育支援計画に基づ
いた家庭支援事例、家庭と関係機関の連携に
よる服薬事例、乳幼児教育相談と「にこにこ
ひろば」の連携事例の検討 
 
(2)特別支援学校における地域実践研究 
地域における特別支援学校の役割とその
在り方を検討する。 
①「にこにこひろば」：利用者のニーズ調査
に応じた子育て支援の場の提供を行うこと
を目的に、アンケート分析に基づく計画・検
討・実施 
②子育て応援団「連続講座」：地域の乳幼児
の保育者を対象とした子育て講座の計画を、
参加者のニーズ調査に基づき、地域との連携
を踏まえた講座内容の検討・実施 
 
(3)地域支援連携システムに関する情報収集 
地域連携による教育的支援実践と他地域
の視察・情報収集を通して、地域連携支援シ
ステムの在り方を検討する。 
①文京区調査：文京区内の保育園・幼稚園に
おける定期的な巡回相談・コンサルテーショ

ンと文京区特別支援教育相談委員会におけ
る「個別指導計画」作成支援を行い、地域支
援連携システムの在り方を検討 
②他地域調査：大学と連携して行う地域の早
期支援に向けた取組や特別支援学校幼稚部
における早期教育相談等の他地域の視察・情
報収集を通して、地域連携支援システムの在
り方を検討 
 
４．研究成果 

(1)学内事例研究： 

①乳幼児教育相談の利用者・ニーズの検討： 
3 年間の乳幼児教育相談利用者数に大きな
変容はなかったが、医療・療育機関等の利用
事例や超早期段階からの特別支援教育的支
援が必要な特別支援教育対象乳幼児事例だ
けでなく、種々な状況・ニーズを持った乳幼
児親子の利用増加が見られた。特別支援教育
対象乳幼児の相談ニーズは就園・就学相談や
生活支援、今後の見通し等の情報提供であり、
特別支援教育対象乳幼児ではない相談ニー
ズは子育て不安や子どもの発達心配等であ
った。 
②個別の教育支援計画の活用に関する検討： 
前研究で作成した個別の教育支援計画様
式を活用し、乳幼児教育相談利用者のニーズ
に応じて個別の教育支援計画を作成し、活用
成果と課題について検討した。その結果、超
早期段階の障害乳幼児に対して個別の教育
支援計画は有効であったが、個のニーズに応
じた活用のされ方は多様であり、活用するに
至らないケースも多くあった。個別の教育支
援計画作成・活用に関する面談で示された課
題は、情報量の多さ、保護者自身で作成する
ことのむずかしさ、保護者への周知であった。 
③家庭支援事例： 
乳幼児教育相談では、前研究で作成した個
別の教育支援計画に基づき、2 名の家庭支援
事例の検討を行った。 
事例 1は不診断の発語のない 3歳児で、保
護者は幼児発達の今後の見通しに不安を抱
いていた。「にこにこひろば」への参加後に
乳幼児教育相談を導入し、保護者からの聞き
取りと「にこにこひろば」参加時の親子の様
子から相談支援を行った。「にこにこひろば」
ではスタッフが母親にコミュニケーション
手段や気になること等への助言を伝え、母子
はほぼ毎週子どもと遊びながらスタッフと
相談するようになった。2 ヶ月後に乳幼児教
育相談の依頼があり、家庭での過ごし方や子
どもとのコミュニケーションの取り方等の
提案をした。その結果、母親より、人見知り
をする対象児が「にこにこひろば」で家庭と
同じように自由に楽しそうに遊べており、家
庭では相談内容については解決したことが
多く、乳幼児教育相談での提案によるサイン
や絵カードを使ったことでお互いの伝えた
いことが分かって「うれしい」「おもしろい」
と感じることが増えているという感想を聞
くことができた。 



事例 2は公立幼稚園に籍を置く知的遅れの
ある自閉症の 5歳児で、慢性疾患を抱え、入
院生活や服薬に困難さを持ち、「にこにこひ
ろば」の参加時に乳幼児教育相談を利用した
ケースであった。転居に伴い新たに個別の教
育支援計画を作成し、幼稚園や家庭等の全て
の場所で「Aをしたら Bができる」理解（愛
着・信頼関係、写真カードを使っての双方向
コミュニケーション等）を長期的重点目標に
家庭支援を行った。年 2回の入院があり、入
院時に服薬困難が継続した。そこで、保護者
からの提案に臨床心理士や担当医が賛同し、
入院中の余暇支援として、本校から教材の貸
し出し、入院生活の保護者相談、イラストや
写真のカード、矢印(A→B)カードの提案等の
家族が利用可能な支援情報の提供を行った。 
その結果、入院中に服薬できるようになり、
注射や点滴でも絵カードで事前予告してお
くことでいやがらずに受けられるようにな
った。また、家庭での排泄の自立についても、
父母の作成した絵カードを使用することに
よって 3日ほどで達成したとのことであった。 
 
(2)特別支援学校における地域実践研究 
①「にこにこひろば」： 
「にこにこひろば」は、特別支援教育対象
乳幼児や保護者に限らず、地域に開放された
子育てひろばの 1つで、本校の乳幼児教育相
談と同日に実施し、本校の幼稚部、支援部、
超早期支援研究担当者と協働して行った。
「にこにこひろば」活動に関しては、利用者
ニーズをアンケート内容や保護者とのやり
とり等から応じられるようにし、内容と注意
事項の確認や気になったことや改善点等に
ついて、スタッフによる事前・事後協議会を
行った。保護者からの子育ての悩みや遊びで
困ったことへの相談等にも応じ、困っている
場面に寄り添い、保護者やきょうだいから話
をきいたりすることも行った。本 3年間の利
用者数は増加し続け、累計数から継続利用者
が多いことが示された。「にこにこひろば」
の内容は主に自由遊びとあつまりであり、幼
稚部の園庭や教室、子どもの様子に合わせて
資源(教材や遊具)を活用し、安全配慮のため
にスタッフが複数体勢で行い、保護者から安
心できると喜ばれ、保護者もスタッフを頼り
にしている様子がみられた。30分程度の「あ
つまり」は、幼稚部での「あつまり」（始め
の挨拶、名前呼び、歌遊び・ダンス、終わり
の挨拶）を基に幼稚部教員が中心に進めた。
その結果、利用者が増え続け、ほとんどの親
子が参加するようになって満室となった。 
②子育て応援団「連続講座」： 
平成 25 年度以前は本校在籍児の保護者に
向けた非公開講座であった子育て応援団「連
続講座」を公開講座とし、参加者は特別支援
教育的支援ニーズを持つ・持たない保護者、
保育・幼稚園等の関係機関職員と多様化し、
どのような参加者のニーズを捉えた情報を
発信するかが課題となり検討を行った。3 年

間の取り組み中に、より参加者のニーズに沿
った形式や、特別支援学校として何をどのよ
うに発信すべきかを検討し精査を重ねた。そ
こで、公開講座となって多様な形式で講座を
行うため、会場は本校以外に後援文京区の文
京シビックセンター、筑波大学東京キャンパ
スの 3施設を利用して実施した。講座講師も
公開講座となって、これまでの本校教員や筑
波大学教員に加えて文京区職員や福祉機関
者等の講師依頼ができ、多様な講座内容が可
能となった。本講座は、保護者の子ども同伴
参加は可能であったが講座参加は難しく、ゆ
っくり話が聞きたい、他の参加者に迷惑をか
けたくない、といった声も上がった。よって、
平成 27 年度より「にこにこひろば」への参
加者に限定し、よく知っている場所でよく知
っている友達やスタッフと一緒に遊ぶ一時
託児を実施した。また、本校のホームページ
に講座要旨を掲載し、情報発信を行った。そ
の結果、アンケート調査を通して保護者のニ
ーズを捉え、3 年間かけて徐々に本研究の目
的や保護者のニーズに沿う形式となり、参加
者の意見をよりダイレクトに反映すること
ができ、本研究の目的である超早期段階から
の教育的支援を考える上でも有益な情報を
得ることができた。また、どの講座も高評価
であったが、自由記述から参加者のより深い
感想や意見があり、講座によっては参加者の
属性によって評価が異なることが示された。
より充実した講座とするための、参加者のニ
ーズを的確に捉えること、主催者として発信
していきたいことを精査することの 2点の重
要性が明らかとなり、3 年間かけてより有意
義な講座となっていった。参加しやすい形式
検討では、一時託児の利用や本校幼稚部や本
大学、文京区との連携等の在り方の課題が示
された。 
 
(3)地域支援連携システムに関する情報収集 
①文京区調査： 
文京区と連携し、専門家チームとして近隣
幼稚園、保育園を巡回することで、担任や支
援員が「少し気になる」園児に対してコンサ
ルテーションを行い、短時間の行動観察では
把握できない特別なニーズを把握して担任
に伝え、個別指導計画作成と特別保育の認定
へとつないだ。その結果、集団適応が可能と
なる事例や個別指導計画を保育園から幼稚
園への移行時に活用することで移行後も適
応している事例が観察され、対象児の教育環
境の保証や継続支援、円滑移行という観点か
ら有効であった。また、本校の地域支援部が
文京区と連携し、文京区専門家チームと特別
支援教育相談委員会の二職を委嘱されたこ
とで情報伝達・共有ができたが、幼稚園への
定期的巡回をしている心理士、ＰＴ、ＯＴ、
ＳＴとの連携は十分とは言い難い状況があ
った。しかし、相談委員会には区教育センタ
ー所属の心理士も参加し、療育現場での様子
やアセスメント情報の提供があり、教育現場



に即した具体的な支援方法について協働検
討することができ、個別指導計画への反映に
もつながった。 
②他地域調査： 
佐賀県では、県が主導して大学や地域の施
設を活用し、大学とともに発達障害の疑いが
ある子どもをスクリーニングするための「二
次問診票」を開発・作成し、それをもとに医
療機関への受診を推奨し、診断が確定した幼
児に対して療育参加を促すシステムを構築
し、早期発見・支援の取り組みを行っていた。
また、佐賀市では佐賀大学と連携し、発達障
害の診断を受けたか疑いのある子どもの保
護者を対象に「前向き子育て法」の講座を実
施していた。このように佐賀県では、県全体
で乳幼児期の子育てを地域差なく行うこと
を目指しているようであった。福岡県糸島市
では地域が主導に、研究の場を探していた九
州大学と市が共同して、発達障害児への早期
段階より生涯にわたって支援していくシス
テムの構築（糸島プロジェクト）を目指し、
早期発見・支援の取り組みを行っていた。以
上のように、両者の自治体の様々な環境が異
なるため、それぞれの地域特徴を生かしなが
ら支援を行っていた。沖縄県内の知的障害特
別支援学校幼稚部においては、就学・就園前
支援として、巡回相談だけではなく来校して
もらい、保護者の相談と子どものアセスメン
トとそれに基づいた発達支援や通園支援等
の取り組みを行い、保護者まで含めた「親子
共学」理念の基、早期支援の取り組みを行っ
ていた。よって沖縄県の実践では、特別支援
学校の幼稚部が教育・福祉センタ－における
療育の役割も担っているのではないかと考
えられた。 
 
(4)結果考察 
研究結果より、大学附属特別支援学校とし
て、本校の特性を活かした教育的支援を発揮
し、地域の子育て支援を行うことが本校の使
命であると認識された。その際に、開かれた
特別支援学校として、どのような乳幼児親子
であっても互いを理解し、保護者同士で学び
合うことができるという、地域全体での子育
て力を養うための学びの場を提供すること
が重要とされ、こうした乳幼児期からの支援
が将来の共生社会への一歩となることが期
待されている。一方、乳幼児期の支援におい
て本校は、個別の教育支援計画等の支援ツー
ルを利用しながら、次に他機関への橋渡し役
としての役割も持っており、母子保健や福祉、
医療、教育等の各関連機関における密な連携
が必要不可欠であった。しかしながら、未だ
それぞれが断片的な支援となっており、「縦」
「横」のつながり課題として示され、今後と
も地域連携を視野に入れ、所在地である文京
区との連携を如何に行っていくかが課題と
して残された。また、他県における地域支援
連携システムにおいては、地域のニーズを把
握し、既存の地域資源をベースに支援システ

ムを構築することを求め、支援を必要として
いる本人・家族の支援要請に即座に応じられ
る「横のつながり」と、支援を必要としてい
る本人の現時点での必要支援を乳幼児期か
ら生涯に渡って繋げていく「縦のつながり」
という、教育的支援ニーズに応じて柔軟に連
携のとれる関係機関のつながりが求められ
ていた。それに対して、特別支援教育の専門
家が教育的支援ニーズを把握し、移行に繋げ
ていくための役割を担うことの有効性が示
されていた。 
 
(5)超早期段階からの一貫した「特別支援教
育体制モデル」案 
以上の結果より、以下の要件を満たす超早
期段階からの一貫した「特別支援教育体制モ
デル」の重要性が考案された。一点は、各地
域でのニーズに応じた既存の地域資源をベ
ースとした支援システムの構築である。その
ための要件は、①本人・家族の支援要請に即
座に応じられる「横のつながり」と②本人の
現時点での必要支援を乳幼児期から生涯に
渡って繋げていく「縦のつながり」であり、
これを満たす教育的支援ニーズに応じて柔
軟に連携のとれる関係機関の連携支援シス
テムの構築である。それに対して二点目は、
特別支援教育の専門家が教育的支援ニーズ
を把握し、移行に繋げていくための役割を担
うことであり、その中核的役割を果たすのが
特別支援学校である。そのための要件は、①
開かれた特別支援学校として、特別支援教育
的支援を必要としている乳幼児親子のみな
らず地域の乳幼児親子を対象に、特別支援学
校の特性を活かした教育的支援を発揮し、保
護者同士で子育て力を養うための学びの場
を提供することである。その際には、②個別
の教育支援計画等を利用しながら、母子保健
や福祉、医療、教育等の関連機関における密
な連携を満たすための、他機関へのつなぎと
なる役割を果たすことが重要である。こうし
た超早期段階からの有効な「特別支援教育体
制モデル」を構築するには、縦・横のつなぎ
となる関係機関との連携の在り方が課題で
あり、特別支援学校独自の取り組みではなく、
その地域の都道府県や市町村における特別
支援連携協議会等の充足が必要不可欠と考
えられた。 
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